
■前回（令和４年度、５年度及び６年度）申請時からの主な変更点 

 

 

① 「競争入札参加資格審査申請書（その１）」の「担当者連絡先メールアドレス」について 

（手引 11 ページ） 

法人申請の場合は、窓口用代表メールアドレスを持っている場合はそのメールアドレスを、持って

いない場合は実務担当者のメールアドレスを入力して申請いただくよう改正しました。 

 

② 「営業概要書」の記入方法について（手引 13 ページ） 

・過去１年間の開発実績の契約相手方 

官公庁は名称を記入いただくため、民間企業においても企業名を記入いただくよう改正しました。 

（企業名を記載いただけない場合は実績として認められません。企業名の開示については、契約

の相手方と調整願います。） 

 

・開発システムの概要の作成方法 

  民間企業の実績に係る開発システムの概要の作成は不要でしたが、今回から、北海道及び北

海道以外の官公庁・民間企業の開発実績に記載した全ての実績の中から、１件分の概要を提出い

ただくよう改正しました。 

 


